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ＪＦＥスチールにおける
公害防止への取り組み

ＪＦＥスチール株式会社

環境管理部 澤田寿郎

２００７年１０月２９日

効果的な公害防止取組促進方策検討会（第３回） 資料
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本日の報告内容

１．ＪＦＥスチールの概要

２．東日本製鉄所（千葉地区）環境問題の概要

３．東日本製鉄所における取り組み

４．全社における取り組み

５．業界としての取り組み事例
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ＪＦＥグループは、

地球環境の向上を経営の

重要課題と位置付け、

環境と調和した事業活動

を推進することにより、

豊かな社会づくりをめざし

ます。

環境理念

東日本製鉄所
（京浜/千葉）

知多製造所

西日本製鉄所（福山/倉敷）

東日本製鉄所（西宮）

創 立 ： ２００３年４月、旧川崎製鉄と旧日本鋼管が統合

２００６年度グループ粗鋼生産量： ３２.８百万トン（世界第３位）

Ｊ Ｆ Ｅ スチールの概要
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ＪＦＥグループの環境方針

４．社会との
コミュニケーション

の促進

２．技術、製品
による貢献

１．すべての
事業活動
における

環境負荷低減５．国際協力
の推進

３．省資源、
省エネルギー
事業による貢献
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ＪＦＥグループの環境報告

経営レポート（冊子）
経済・社会・環境の各側面
について総合的に報告

環境報告（WEB）
環境への取り組みに関して、より詳細に報告
http://www.jfe-holdings.co.jp/environment/index.html
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上記事実を公表するとともに、全社を挙げ
て環境保全体制の見直しに着手

2005年2月

上記捜査を契機に所内の全ての環境
データを自主点検した結果、水質測定値
(*)について、虚偽の報告書を行政に提出
していたことが判明

2005年1月

弊社千葉地区護岸より高アルカリ水流出
の疑いで海保の強制捜査を受ける

2004年12月

概要時期

(*) 県市との公害防止協定に基づく水処理施設出側での測定値、
ならびに水質汚濁防止法に基づく海域への放流口における測定
値の基準超過があったにも関わらず、基準値内で報告を行ってい
た。 （内容は、シアン･COD・窒素・リン等の水質基準超過）

東日本製鉄所（千葉地区）環境問題の概要
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１）所内の水質に関する環境関連業務を担当者一人に

任せきりにしていた

２）水質担当者による書き換えの事実を、所幹部はもと

より、上司が把握していなかった

●所のトップから第一線の作業者まで全員の環境保全

に関する認識が欠如していた

●現場で起こっている問題が、担当者から上層部に上が

らず、また、所幹部も自ら現場の実態を把握する仕組

みを作りきれていなかった

原因の背景

千葉地区環境問題の原因・背景
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1.迅速な情報発信と組織的な取組み
1)休日･夜間を問わず所長まで情報共有化
2)所長･副所長･部長による連日の朝ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

2.環境管理部門の機能強化
1)スタッフ増強および24時間環境パトロール体制の整備
2) 操業を停止する権限の付与

3.各製造部門の機能強化と責任の明確化
環境対応人員増強と、環境負荷低減への自主的な
取組み

組織的な対応と、製造部門による自主活動の展開

【トップのリーダーシップと組織的な取組み】

東日本製鉄所におけるマネジメントの変革 (1/2)
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1. マイ設備活動による環境トラブル未然防止
オペレータ毎に担当設備を決め、設備異常による
環境トラブルを未然防止する。

2.環境教育･研修 （2005年度 計6回実施・約3,000名が受講）
各階層・協力会社社員に繰り返し実施。
環境保全意識･コンプライアンス意識の浸透を図る。

3.高感度貢献賞（所長賞）導入
環境･防災･安全･品質のトラブル未然防止に寄与した
個人（協力会社も含む）を表彰⇒モチベーションの向上

現場一線作業者までの全員の意識改革

【全員が環境に強い関心をもち、自主的に取組む仕組造り】

東日本製鉄所におけるマネジメントの変革 (2/2)
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新 体 制

エネルギー室

エネルギー技術室

エネルギー部

環境管理部門を、環境管理部として独立させた

エネルギー室

エネルギー技術室

環境・防災室

従従 来来

環境･エネルギー部

水質担当、大気担当

防災担当、パトロール

水質担当、大気担当

防災担当、パトロール

環境管理部

千葉環境・防災室
所内水処理

所内電力･ガス供給

京浜環境・防災室

【取り組み事例】 環境管理部門の強化
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毎日、所長･副所長･部長
（約30名）が朝ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ実施。

各分野の環境・品質・操業
の状況を報告。

その場で対策を決定、直ち
に全所に展開することで
トラブルの再発を防止。

生産状況、操業トラブル発生状況操業報告4

微小な案件まで含めた災害情報安全情報3

収益・原価情報

品質情報

環境情報

項目

各種変動要因を常時把握し、迅速に対応5

品質トラブル、お客様情報等2

油一滴の漏洩でも、原因対策を審議し全所展開1

報告内容

【取り組み事例】 朝ミーティング
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公害防止管理者(資格者)

公害防止統括者

●技術系スタッフ全員への公害防止管理者（国家資格）試験受験義務化

千葉地区2005年度 71名合格、2006年度 62名合格
平均合格率42％（全国平均 約25％）

●全12工場に環境管理担当者（公害防止管理者有資格者）を自主的に配置

環境管理担当者の責務
専門知識を持って環境管
理に関し職制を指導する

環境管理連絡会議 月1回

①法令知識習得

②行政指導内容等周知

③EMS課題進捗フォロー

工場長

部門推進責任者

部長

組織長

副所長

所長

環境管理担当者
(資格者)

法定届出者

JFE自主配置
（配置義務は無い）

工場長

部門推進責任者

部長

組織長

環境管理担当者
(資格者)

工場長

部門推進責任者

部長

組織長

環境管理担当者
(資格者)

【取り組み事例】 各工場の自主管理体制構築
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1. 組織の改革 (2005年4月～)
1)環境管理統括部門の設置
2)企業の社会的責任（CSR）推進母体設置（CSR室）

2．環境管理諮問委員会の設置（2005年5月～2007年3月 ）
社外有識者の意見を環境改善活動に展開

3．公害防止管理者の受験の義務化
約1800名のエンジニア全員に受験を義務付け
合格者数：2005年度 206名、2006年度 264名
有資格者数：878名（2006年度末時点、のべ数）

千葉問題を受けて全社の環境管理体制の改革

【環境関連の全社統括部門新設と監査機能の大幅な増
強】

全社におけるマネジメントの変革 (1/2)
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4.環境監査機能の大幅な増強

1)本社監査部による環境監査（2005年４月～）
環境専門監査員を配置し、グループ会社を含め定期実施

2)事業所間での相互環境診断（2005年10月～）

3)監査役による環境監査

千葉問題を受けて全社の環境管理体制の改革

【環境関連の全社統括部門新設と監査機能の大幅な増
強】

全社におけるマネジメントの変革 (2/2)
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1. ホームページでの情報公開
月々の大気･水質の環境データをホームページにて開示

2.地域住民の方を対象にした説明会
近隣26町内会長及び希望者を対象とした説明会･現地視察
定期1回／年、その他必要の都度開催

3.広く一般の方を対象にした環境問題説明会（2006年6月）
地域の住民代表・市議会･行政の方を対象とした説明会
（ホームページにて公募）

4.環境異常抑止ｼｽﾃﾑによる環境情報公開(2007年3月より開始）
①大気･水質モニタリングデータのリアルタイム公開
②環境活動の紹介

東日本製鉄所（千葉地区）での取り組み

環境報告の発行
経営レポート（冊子）及び環境報告（WEB）にて、環境への取り組み状況や関連
データを開示。2005、2006年版では千葉環境問題について特集的に報告。

全社での取り組み

情報公開への取り組み
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社外の皆様にホームページにて環境関係の情報を開示

ホームページでの情報公開

http://www.jfe-steel.co.jp/works/east/chiba/index.html
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千葉地区見学センターに、4×1.5m
（8画面構成）モニターを設置

8分割画面は、個々の画面を、手前座席より
自由に操作可能。

大ホールのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰに接続

大勢の来客の皆様への説明用。

ステージ

お手洗（女性）

大ホール

展示ホール

倉庫

応
接
室 事務室

玄関

お手洗（男性）

エ
ン
ト
ラ
ン
ス
ホ
｜
ル

受
付

設置場所

環境情報公開モニターでの情報公開
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３．環境関連情報サイトの活用

２．環境法令への的確な対応の推進

１．事案の情報共有ならびに再発防止

①事案の報告
各社で環境事案発生時、連盟へ報告
⇒会員ﾒｰｶｰへ周知、再発防止に活用

②情報交流
「環境交流会」を開催し、各社取り組み
について情報交換

環境交流会（2007年3月）の模様

○連盟の関連委員会で、法の制定、改正情報を入手し、適宜会員各社へ伝達
することにより、法改正情報を周知徹底。

○環境関連情報を掲載した会員サイトを開設し、効率的に情報共有を行い、
会員各社での情報活用の利便性を向上。

業界（日本鉄鋼連盟）としての取り組み事例
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以上

ご清聴ありがとうございました


